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長野県佐久市岩村田地区における商業空間の変容

福井一喜・金　延景・上野李佳子・兼子　純

本研究の目的は，長野県佐久市岩村田地区における商業空間の変容を明らかにすることである．街
道筋の交点の宿場町として発展した岩村田本町商店街を含む岩村田地区では，その郊外において1990
年代後半に大型店中心の商業集積が形成された．その影響を危惧した商店街の若手経営者層は，自店
舗の経営を確立しつつ，自発的に商店街組織の再編と経営者間の意思統一を遂行し組織の改革に取り
組んだ．商店街組織は地域住民の需要に応じて空き店舗を活用し，新規参入者を獲得しつつ，地域の
子育て世帯や高齢者の生活を支援する施設を設置・直営することで，商業機能の維持と新たな社会的
機能の形成を進めた．その結果，商店街という地域住民との濃密な関係を基盤に多様かつ細かな需要
に手厚く対応する地域密着型の小規模店舗群ならではの地域貢献が果たされている．岩村田地区は商
店街という既存資源を有効活用し，郊外の商業集積と共存しつつ，商業空間から集約化された都市空
間へと変容しつつある．
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Ⅰ　はじめに

近年，高度経済成長期から拡大を続けた流通シ
ステムと都市空間が，転換点を迎えていると論じ
られている．流通システムについて荒井（2007）は，
バブル崩壊以降の継続的な雇用不安により，少数
の高所得者層と低所得者層への所得の分極化が生
じ，高度経済成長期に成立した「中流意識」の存
在を前提とした均質的な市場が崩壊し，消費の二
極化が生じたと論じた．大量流通システムの成長
は限界を迎え，小売業は消費の二極化に対応し，
価格訴求業態と品質追求型の小規模な新業態とに
二極化した（荒井，2007）．大量流通システムが
成長の限界を迎える中で，消費者との関係構築・
維持を重視する「流通の個別化」など，新たな流
通システムの構築可能性が模索されている（荒
井，2004；池田，2007）．こうした流通システム
をめぐる環境変化の中で，消費者ニーズの多様化
を伴いながら消費市場の細分化と縮小が進んでい
る（箸本，2013）．

1990年代になると，中心市街地から郊外への商
業中心の移転に伴う，中心市街地の「衰退」が表
面化した．駒木（2010）と荒木（2006；2010）は
地方都市における大型店やコンビニエンスストア
の立地傾向を分析し，業態内競争の激化を背景に
新規市場の獲得と経営効率化を目標とした郊外展
開が立地戦略として採用され，このことが結果的
に商業中心の郊外移転と中心市街地の衰退を加速
したことを示した．今日では，中心市街地の中に
は小売機能が著しく縮小し，地域住民を直接の顧
客としない企業間取引の場として維持されている
地域も存在する（福井ほか，2014）．

しかし近年，少子高齢化や低炭素社会化への対
策といった文脈の下で，居住の場としての中心市
街地の再評価が進んでいる．中心市街地は郊外と
比して社会資本整備が進展しており，地域住民に
対する集約的な都市機能を形成する上で，郊外に
対する優位性が存在する可能性があると論じられ
ている（山下，2006；伊藤，2012）．その都市機
能の形成には，住民や商業施設などの諸施設を中
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心市街地に呼び戻すだけでは不足であり，郊外に
は満たせない，地域住民とりわけ高齢者の生活に
密着し，生活に必要な機能に徒歩でアクセスでき
る環境の構築や，その基盤となる地域住民のコ
ミュニティの構築が中心市街地に求められる．中
心市街地には，郊外に満たせない機能を集約化す
る必要があると指摘されている（山下，2006；根
田，2008）．

以上の消費と都市空間の縮小は，相互に関連し
ている．均質的な大衆市場が質的に多様な小規模
市場へ分割される中で，都市空間においては多様
かつ小規模な消費者ニーズに丁寧に対応できる，
地域密着型の小規模店舗の役割が注目されている

（箸本，2013）．郊外の大型店とは異なり，小規模
店舗では顧客を空間的に絞り込んだ小規模経営に
より，顧客との関係構築と維持を重視し，個々の
顧客ニーズを定量的かつ定性的に把握し細やかな
サービス提供を可能にしている（箸本，2013；兼
子，2013）．また，中心市街地における小規模な
食料品小売店や共同売店の設置の取り組みが注目
されており，これらは単なる小売機能の提供に限
らず，地域社会における生活防衛やコミュニティ
維持といった機能を構築・維持していると見られ

ている（駒木ほか，2008；土屋，2008）．
以上のような，中心市街地をめぐる外部環境に

対して，中心市街地の内部に目を向けると，その
維持においては再開発事業への取り組みだけでな
く，個々の店舗経営者の積極的な経営姿勢や，仲
間型組織による柔軟な商店街運営の重要性が指摘
されてきた（五十嵐，1996；安倉，2007）．郊外
開発に歯止めがかかる中，中心市街地にはこうし
た地域住民の主体的な取り組みがいっそうに求め
られている．武者（2011）は，各地域に合った都
市空間の再生には，都市内部の既存資源の有効
活用が必要であり，そこには 政府や県ではなく，
中心市街地の行政主体や地域住民，経営者自身が
主体的に関わるローカルな調整がより求められる
と指摘する．

商店街の動向に目を向けると，中小企業庁の商
店街実態調査１）によれば，全国の商店街における
空き店舗率は，2003年に7.31％，2006年に8.98％，
2009年に10.82％と，増加傾向にある．また第１
表に示したように，店舗の後継者難が深刻で，さ
らなる空き店舗の増加が懸念されている．また商
店街が抱える問題点として多く挙げられているの
は，後継者の不在に加え，魅力ある店舗や商店街

第１表　全国の商店街における問題と退店・廃業理由

� *：３つまで選択可 
� **：２つまで選択可
� （平成22年度商店街実態調査報告書により作成）
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の核となる店舗がないことである．商店街では空
き店舗の増加に歯止めをかけるため，後継者の獲
得と育成，魅力ある店舗の創出が課題となってい
る．以上のことから，今日の商店街には，地域住
民にとって便利で快適な商業空間を構築するた
め，地域住民から求められる機能を，商店街の個々
の店舗経営者がいかに形成するのかが問われてい
る．

上記のことから研究課題として，高度経済成長
期以降中心市街地から郊外へ商業の重心が移動す
るなかで，中心市街地の商店街が，商業機能や都
市機能を回復ないし再形成するにはどのような方
策が有効であるのかを検討することが挙げられ
る．そこで本研究の目的は，長野県佐久市岩村田
地区本町商店街（以下「本町商店街」と略す）を
対象として，その商店街組織である岩村田本町商
店街振興組合（以下「振興組合」と略す）におけ
る地域活性化に向けた取り組みである，空き店舗
対策事業の分析を通して，同地域の商業空間の変
容を明らかにすることである．

調査概要は次の通りである．振興組合の理事を
含む本町商店街内の各店舗経営者に対する聞き取
り調査を，2013年10月と2014年５月に行った．そ
の対象は空き店舗対策事業の店舗24軒の経営者・
理事，空き店舗対策事業の対象外の店舗21軒の経
営者である．理事に対しては各空き店舗対策事業

の内容とその経緯を聴取し，店舗経営者に対して
は店舗の開業年や従業員数等の基本情報に加え，
経営者や顧客，経営上の特徴について調査した．
また2014年５月には現地での景観観察に基づく土
地利用調査を行った．並行して各種の資料収集を
行った．

以下，Ⅱ章では研究対象地域である岩村田地区
の概要，戦後の岩村田地区における商業発展，現
在の岩村田地区の土地利用を分析する．Ⅲでは近
年の新幹線をはじめとする交通網の整備に伴う郊
外型商業集積の形成に対して，岩村田地区におけ
る商業集積がいかに維持されようとしているの
か，本町商店街の取り組みと店舗経営から分析す
る．それらを踏まえ，Ⅳ章で岩村田地区における
商業空間の変容を考察し，Ⅴ章で本研究の成果を
まとめる．

Ⅱ　岩村田地区の概要と商業発展

Ⅱ－１　研究対象地域の概要
１）佐久市における岩村田地区
佐久市は長野県の東信地域に位置し，小諸市，

茅野市，東御市，軽井沢町，佐久穂町，御代田町，
立科町の他，群馬県の下仁田町および南牧村と隣
接する（第１図）．古来から中山道と佐久甲州街
道の結節点にあり，現在でも上信越自動車道や北

第１図　佐久市および佐久市中心市街地の位置
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陸新幹線を介して関東地方との近接性が認められ
る．

現在の佐久市は2005年に旧佐久市が望月町，浅
科村，臼田町と合併して発足した．この旧佐久市
は1961年に浅間町，東村，野沢町，中込町の合併
により発足した．このように合併を繰返し広域化
したため，佐久市は特定の中心市街地や中心駅に
よる一極集中型ではなく，複数の中心市街地を持
つ分散型の都市構造である．その中心市街地は野
沢地区，中込地区，岩村田地区の３地区である．
第２図に示したように，これら３地区は佐久市北
東部に南北に広がり，野沢地区と中込地区は千曲
川を挟んで隣接し，岩村田地区は両地区から５
kmほど北部に位置する．

岩村田地区には中心部の本町，その西部の西本
町，東部の花園町，稲荷町，大和町，南部の相生
町が存在する．岩村田地区は古来から交通の影響
を受けながら発展してきた．本町は中山道と佐久
甲州街道との結節点であることから，中山道の宿
場町「岩村田宿」として，信州における江戸への
玄関口として栄えた．一方稲荷町，花園町は湯川
の対岸に位置する鼻面稲荷神社の門前町として発
展し，その商業機能は1889（明治22）年における
岩村田遊郭の開業を契機に強化された．1915（大
正４）年になると，小諸－小海間を結ぶ佐久鉄道２）

の開通と同時に岩村田駅が開業し，岩村田地区は
さらなる商業発展をみた．

近年の変化としては，上信越自動車道と長野新
幹線の開通に伴う，インターチェンジと新駅の設
置が挙げられる．岩村田地区北部の佐久インター
チェンジが1993年に，岩村田地区北西部の佐久平
駅が1997年に設置された．現在，佐久平駅周辺の
佐久平地区では国道141号線と県道143号線沿い
に，1999年に開業したイオンモール佐久平を中心
として，衣料品店や家電量販店などの大型店の商
業集積が形成されている．他方，岩村田地区に近
接して立地する大型店は食料品スーパーの西友と
ドラッグストアのツルハドラッグのみである．こ
の２店舗に加え，岩村田地区北端の県道９号線と
153号線の交差点にコンビニエンスストアが２軒

第２図　佐久市の中心市街地（2014年）
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立地しており，これら４店舗が岩村田地区の地域
住民が生鮮食料品を購入できる最寄り店舗とな
る．

岩村田地区には教育施設も立地しており，小学
校と中学校が各１校，高校が３校，短期大学が１
校存在する．

第２表の佐久市における地域別人口推移を見る
と，2000年以降，佐久平地区の人口増加が顕著で
ある．しかし岩村田地区でも1995年以来一貫して
増加しており，2010年の時点で岩村田地区の人口
は中込地区を上回っている．

２）岩村田地区における本町商店街
本町商店街は岩村田地区を貫く長野県道９号佐

久軽井沢線上の南北約200ｍに伸びる商店街であ
る．また本町商店街北端の県道153号線は佐久平
駅周辺の商業集積と結ばれている．2014年現在の
本町商店街における土地利用を第３図に示した．
本町商店街には南北にアーケードが設置され，店
舗が37軒，複合施設が４軒，空き店舗２軒，住宅
が１軒の全44軒の施設の存在が確認できた．この
うち物販業が22軒，サービス業が18軒である．物
販業の内訳は衣類・呉服店４軒，文具・書籍店３軒，
電器店，食料品店，薬局，時計・貴金属店，和菓
子店が各２軒，農業資材・飼料店，生花店，酒店，
金物店，靴店が各１軒である．サービス業は，飲
食店６軒，組合・オフィス３軒で，他に理容店，
塾・習い事，託児所，整体院，不動産店等が存在
し，長野県の地方銀行である八十二銀行岩村田支
店も立地する．施設全体のうち現経営者が居住す
る職住一体の店舗が17軒（38.6％），前経営者が

第２表　佐久市における地区別人口推移（1995〜2010年）

（単位 人口：人 増加率：％）� （国勢調査により作成）

　　第３図　�岩村田本町商店街の土地利用 
（2014年）� （現地調査により作成）
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居住するものが２軒存在する．

３）岩村田地区の土地利用
2014年現在の岩村田地区における商業機能につ

いて，岩村田地区全体の土地利用から分析する
（第４図）．本町商店街は商業的土地利用が卓越し，
その周囲にも商業施設が分布する．本町商店街以
外では道路沿いに住宅や駐車場，空き店舗など非
商業的な土地利用が存在するが，本町商店街の道
路沿いでは，駐車場は八十二銀行の専用駐車場を
除いて存在せず，空き店舗はごくわずかである．
一方，岩村田地区南部の相生町には本町商店街と
連続して商業施設が存在するものの道路沿いに空
き店舗や住宅，駐車場が存在し，モザイク状の土
地利用が見られる．また，岩村田地区東部の大和
町，稲荷町，花園町では農地と宅地が広がり，商
業的土地利用はほとんど見られない．岩村田地区
西部に目を向けると，小海線の南側には岩村田高
校が立地するとともに，住宅が卓越し，未利用地
は少ない．他方北側では，駐車場が多く見られる
が，岩村田駅前には飲食店を中心に若干の商業集
積が見られる．本町商店街から西側の県道153号
線以北は住宅が卓越するだけでなく，佐久警察署
や長野地方裁判所，地方検察庁が立地する官庁街
になっており，それに付帯して司法書士等の行政
関連のサービス業が多く分布している．これらの
ことから，岩村田地区では本町商店街において，
商業集積が相生町や稲荷町等の周辺地域と比べて
卓越していると分かる．

Ⅱ－２　岩村田地区の商業発展
戦後の岩村田地区における商業は，高度経済成

長期における「近代化事業」の実施と，1997年の
佐久平駅開業から大きく影響を受けたと考えられ
る．ここではその２点が岩村田地区の商業に与え
た影響を分析する．

１）近代化事業の実施
まず近代化事業が実施されるまでの岩村田地区

における商業の状況について，本町商店街と稲荷

町および花園町とを比較分析する．稲荷町と花園
町の商業集積は1940（昭和15）年の岩村田遊郭の
廃止以降，衰退傾向にあった．しかし第５図のよ
うに，1965年の時点でも，本町商店街南端から岩
村田遊郭跡地までの道に店舗が立地していた．稲
荷町では菓子店や和菓子店，洋服店，履物店，呉
服店をはじめ多数の店舗が立地し，花園町でも数
は少ないが，理髪店，銭湯，和菓子店，菓子店が
立地していた．これらの店舗の他にも郵便局やタ
クシー会社，鉄工所が存在し，1960年代には稲荷
町および花園町における商業集積は衰退傾向に
ありつつも維持されていたことが分かる．他方，
1963年における本町商店街の業種構成を示したの
が第６図である．当時の本町商店街には農家１軒
を除き商店街全域にわたって店舗が立地してい
た．個々の店舗を見ると，食品・飲食店系として
菓子店，魚屋，八百屋，乾物店，酒造など計16軒
が存在した．物販系の店舗は雑貨店や書店，時計
店，洋服店，靴店，文具店など計20軒，サービス
系の店舗として，理容店，パチンコ店，ガス店，
写真店が計４軒存在した．これらの他，銀行や映
画館，味噌醤油協同組合，印刷会社，金融業が立
地している．本町商店街にも稲荷町や花園町と同
等以上の商業機能が存在したことが確認できる．

近代化事業とは，1960年代半ば以降に実施され
た，本町商店街における一連の道路拡幅・店舗建
替事業である．当時の本町商店街では自家用車の
普及を背景に，未舗装かつ狭隘な県道９号の交通
量が増加したことが交通安全上の理由から問題視
されていた．同時に商店街の各店舗の老朽化も火
災の懸念があり，本町商店街全体のハード面での
再整備が企図された．再整備事業は段階的に進め
られ，1971年までに，本町商店街の道路舗装・拡
幅だけでなく，防災街区化事業として本町商店街
のほぼ全ての店舗を鉄筋コンクリート化する「中
央ビル商店街」事業や，アーケードの建築が実施
された（出沢，1995）．この過程で，事業実施組
織として「本町商店街協同組合（以下「協同組合」
と略す）」が結成されている．第７図に示したよ
うに，この近代化事業に前後して，本町商店街に
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第４図　岩村田地区における土地利用
� （現地調査により作成）
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は他地域から７店舗が移転した．４軒は稲荷町，
１軒は花園町からの移転で，内訳は書店２軒，電
器店，呉服店，菓子店が各１軒であった．また小
諸市と岩村田地区北東部に隣接する荒宿から時計
店と洋服店が移転した．これらの移転状況から，
岩村田地区では近代化事業を通して，商業上の中
心性が高まったと見做すことができる．

第５図　1965年の岩村田稲荷町・花園町における店舗分布
注：道路網は現在のものである．� （聞き取り調査および景観観察により作成）

第６図　1963年の岩村田本町商店街の業種構成
� （店舗提供資料により作成）

第７図　近代化事業期における岩村田本町商店街
への店舗移転

� （聞き取り調査により作成）
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２）佐久平駅周辺の発展と本町商店街の変化
1990年代以降，岩村田地区郊外に商業集積が新

たに形成された．第８図をみると，佐久平駅が開
業した1997年以降，2004年まで佐久平地区におい
て年間販売額と売場面積がともに増加しており，
1997年から2002年までの増加は著しく，年間販売
額と売場面積のいずれにおいても他地区から突出
している．他方，岩村田地区，中込地区，野沢地
区では年間販売額と売場面積のいずれも減少傾向
である．したがって2007年の時点では佐久平地区
が主要商業地区の中で最も商業上の地位が高く

なっていると言える．
この佐久平駅開業前後の本町商店街の変化を，

1992年と2002年における本町商店街の業種構成
の変化から分析する（第９図）．1992年には本町
商店街全体で店舗が41軒，駐車場が４箇所，空家
が２軒，不明な施設が６軒であった．店舗の内訳
は，「小売業一般」が20軒，「飲食料品小売業」が
６軒，「服飾販売」が５軒，「サービス業一般」が
６軒，「飲食店」が３軒，「銀行」が１軒であった．
さらに飲食料品小売業の内訳を見ると，菓子店が
２軒，酒造が１軒，パン屋が１軒，弁当店が１
軒，味噌醤油店が１軒であり，この時点で，1963
年に存在した生鮮食料品店は存在しない．2002年
には，商店街北側における道路整備によって店舗
が３軒減少し，空家が３軒に増えたため，店舗総
数は34軒に減少した．他には駐車場が４箇所，住
宅が１軒，不明な施設が５軒である．店舗数が減
少，空家が増加しているものの，いずれも僅かな
変化と言える．店舗の内訳は「小売業一般」が16
軒，「飲食料品小売業」が４軒，「服飾販売」が５
軒，「サービス業一般」が４軒，「銀行」が１軒で
ある．1992年と同様に生鮮食料品販売店は存在し
ないが，業種構成は大きく変化していないことが
認められる．以上のことから，佐久平駅開業に前
後して，岩村田地区では統計上商業機能が縮小し
ているものの，本町商店街における商業集積の著
しい縮小は認められない．

Ⅲ　岩村田本町商店街における取り組みと店舗経営

Ⅱ章の分析結果を踏まえ，本章では，本町商店
街では郊外の商業発展に対して，なぜ商業集積が
著しく縮小しなかったのかについて，①そのきっ
かけと振興組合の活動の概要，②商店街を構成す
る店舗の経営，③振興組合の空き店舗対策事業の
３点から分析する．

Ⅲ－１　岩村田本町商店街振興組合の取り組み
1990年代前半，協同組合の青年会に所属してい

た若手経営者や後継者層は，高速交通網の整備に

第８図　佐久市の主要商業地区における年間販売
額と売場面積の推移

注）「岩村田地区」は商業統計中の「岩村田本町商店街」
「岩村田稲荷町商店街」「岩村田西本町商店街」「岩
村田相生町商店街」「岩村田天神堂商店街」の合計
値．「中込地区」は「中込商店街」の値．「野沢地区」
は「野沢十二町商店街」「野沢原町商店街」「野沢
本町商店街」「野沢田町商店街」「野沢取手町商店街」
の合計値．「佐久平地区」は「佐久平駅周辺街」「イ
オンジャスコ佐久平ショッピングセンター」の合
計値．

� （商業統計により作成）
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よる郊外の商業発展や，それに伴う本町商店街へ
の影響を危惧していた．青年会のメンバーは，佐
久平駅開業の前年である1996年に商店街組織の一
新を図り，協同組合に代わり振興組合を発足さ
せ，法人化した．振興組合の理事には青年会のメ
ンバーを中心に就任し，当時の理事の平均年齢は，
商店街振興組合として全国で最も若い36.7歳にな

り，商店街組織の世代交代が行われた．その結果，
現在では第10図に示したように，本町商店街にお
ける店舗経営者層は，50代と30代以下との２つの
世代に分かれている．50代の経営者層は振興組合
の発足を主導した当時の若手経営者層である．こ
の世代はかつて本町商店街を中心とした岩村田地
区内で育った者同士が中心であり，この水平的な

第９図　岩村田本町商店街における業種構成変化（1992年，2002年）
注１）表記のないものは全て１階の土地利用である． 
注２）※１は，店舗２階が岩村田本町商店街事務所として使用されている．
� （ゼンリン住宅地図（1992年版，2002年版）をもとに，景観観察，聞き取り調査を行い作成）
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ネットワークは振興組合発足時の店舗間の協調を
図る上で有効に働いたと考えられる．他方30代以
下は現在の経営者層の子どもや新規参入者の世代
である．

2014年現在，振興組合の組合員数は61である．
その組織の特徴は，振興組合として実施している
各事業にそれぞれ担当の理事が割り当てられてい
ることである．2013年度の事業数は18で（第３
表），各事業の理事には組合員である店舗経営者
が計18名参画している．この18名中少なくとも12
名は本町商店街内の店舗経営者ないしその後継者
である．第３表の各事業の他にも，振興組合は，
毎月の商店街一斉清掃や年２回の組合員同士の懇
親会，その他数カ月に１回程度の頻度で商店街へ
の集客を目的とした小規模なイベントを開催して
いる．

振興組合の中心的な取り組みは，商店街の空き
店舗を振興組合直営の店舗・施設として活用する，
空き店舗対策事業である．空き店舗対策事業は
2002年から始められた．それ以前の振興組合の取

第10図　岩村田本町商店街における店舗経営者の
年齢構成と岩村田本町商店街振興組合に
おける役職（2014年）

（現地調査および岩村田本町商店街 
振興組合総会資料により作成）

第３表　岩村田本町商店街振興組合における事業
内容と担当理事（2014年度）

� （岩村田本町商店街振興組合総会資料により作成）
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り組みは商店街への集客を目的にした各種イベン
トの開催であったが，これは必ずしも各店舗の利
益創出につながらなかった．その反省から，1999
年から１年間，外部から招聘した人材を講師に店
舗経営者間の勉強会を行い，地域住民のための商
店街づくりを構想化した．さらに岩村田地区内の
およそ5,000世帯に対して，商店街に望む施設に
ついてアンケート調査を行った．振興組合はこれ
らを踏まえて，生鮮食料品販売，医療・福祉施設，
文化施設，教育施設の設置を順次進めた．これら
の施設の営業収入は振興組合の運営費に充てられ
ている．

この空き店舗対策事業の結果設置された施設は
次の通りである．生鮮食品店，飲食店の「本町お
かず市場」「みんなの市場」「三月九日青春食堂」

「岩村田三陸屋」，子育て支援施設の「岩村田寺子
屋塾」「岩村田子育てお助け村」，チャレンジショッ
プの「高校生チャレンジショップ」「本町手仕事村」

「こてさんね」，コミュニティ施設の「岩村田コン
シェルジュ」「おいでなん処」である３）．おかず
市場，みんなの市場，青春食堂では地産地消を意
識した生鮮食品やメニューを提供している．三陸
屋は東北地方の復興支援を目的に設置された東北
地方の物販店兼喫茶店である．寺子屋塾と子育て

村は，元学習塾経営者や保育士による教育・育児
支援サービスを行なっている．

これら振興組合直営の店舗に対し，手仕事村と
こてさんねは，「アントレプレナー育成」という，
商店街外部からの新規参入者の獲得・育成の場と
して設置された．両施設は空き店舗の内部を小区
画に分割したもので，振興組合は各区画を低額で
新規参入者に貸し出す．この区画で事業運営が軌
道に乗った新規参入者に対しては，振興組合が本
町商店街内の他の空き店舗へ独立移転できるよ
う，土地・店舗所有者との交渉を支援する．これ
ら新規参入者は，振興組合がチラシやハローワー
ク等による公募やキーパーソンを介した紹介に
よって獲得している．

こうした取り組みにあたって，岩村田地区で
は行政的な商業支援事業を積極的に活用してき
た．第４表に示した2008年から2012年の佐久市に
おける商業支援事業の実績額の推移から分かるよ
うに，岩村田地区の活用実績は，補助金額・事業
数ともに他地区と比して突出している．このよう
な振興組合の取り組みは，全国的に注目を集めて
いる．実際にこれまで，「あしたの日本を創る協
会」の「あしたのまち・くらしづくり活動賞」の
内閣総理大臣賞，中小企業庁の「新・がんばる商

第４表　佐久市における商業支援事業の推移（2008〜2012年度）

注１）①：商工業活性化事業　②：商店街活性化事業
� （佐久市役所資料により作成）
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店街77選」，日本経済新聞社の「にっけい子育て
支援大賞」，経済産業省の「第４回キャリア教育
アワード」の大賞の受賞・指定を受けている．ま
た，振興組合には外部の商店街組織をはじめとし
た各種団体が視察に訪れており，視察団体の所在
地を示した第11図を見ると，その注目が次第に拡
大していることが分かる．2007年度までは長野県
内の北信地域からの視察が多く，長野県外からの
視察のほとんどが東京都と埼玉県からのものだっ
た．2009〜2011年度には長野県内でも南信や東信
地域，県外では関東地方各地，北陸や中部地方か
ら視察を受入れ，2012年度以降になると関西圏や
東北，北海道地方など広域から視察を受入れてい
る．このように振興組合が注目されている理由は
地域住民の生活支援を目標に，単なる物販店や飲
食店経営に留まらず，子育て支援施設の設置のよ
うな従来の商店街にない斬新な取り組みを行って

いる点にあると言える．
こうした一連の取り組みを主導したのは，2001

年から現在まで振興組合の第二代理事長を務める
人物である．この理事長は本町商店街内の菓子店
の経営者で，1990年代の郊外の商業発展を予期し，
自発的に商店街組織の改革と各種事業への取り組
みを遂行してきた．また理事長は各地のセミナー
や視察，各種団体への参加を経て，多様な人材と
のネットワークを構築している．これらの人脈を
生かして，商店街以外の出身者を経営者として勧
誘したり受け入れてきた．

また，理事長は空き店舗の使用に際しては大家
との賃料の値下げ交渉の取りまとめ役になってい
る．このように理事長は本町商店街全体を牽引す
るリーダーシップを発揮しつつ，商店街運営にお
ける調整役としても重要な役割を果たしている．
理事長が急進的な改革を断行できた背景には，そ

第11図　岩村田本町商店街振興組合への視察団体の所在地
� （岩村田本町商店街振興組合総会資料により作成）
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のリーダーシップや調整能力に加えて，本業であ
る菓子店の経営が確立していることを，商店街内
の経営者たちから認められていたからであったこ
とが挙げられる（加瀬，2012）．理事長の他にも，
振興組合の諸事業に多くの店舗経営者が参画でき
ているのは，各店舗の経営が確立されているから
だといえる．そこで次節では振興組合で理事長や
理事を務める各店舗の経営実態を分析する．

Ⅲ－２　岩村田本町商店街における店舗経営
１）店舗経営の概要
調査対象店舗21軒のうち，戦前から経営されて

いる店舗が14軒である．最新の開業年は1963年で
あり，その１軒を除いて全てが２代以上にわたっ
て経営されている．労働力については，従業員数
は２人から10人であり，平均4.1人である．従業
員数に占める家族労働力の割合は平均しておよそ
８割であり，最も少ないものでおよそ４割であ
る．他方従業員全員が家族である店舗は12軒存在
する．土地・店舗いずれも自己所有の店舗は18軒，
職住一体の店舗は17軒で，全体のほとんどを占め
ている．

経営者については，まずその年齢は50代以下が
10軒で，このうち経営者が30代である店舗も２軒
存在する．一方60代以上の店舗は９軒存在する．
現在の経営者が前職を経験している店舗は10軒で
ある．このうち８軒が東京都など関東地方で，１
軒が長野県内で前職に従事している．後継者が決
定している店舗は５軒に留まるが，他方，後継者
が存在しないという店舗も４軒に留まる．

顧客は，交通手段は自動車での来店が最も多
く，次いで徒歩で来店する場合が多いという．店
舗が常連客と見做す顧客の割合は，データが得ら
れた14軒のいずれにおいてもおよそ５割以上であ
る．男女比についてはデータのある13軒中，女性
の来客が多いとする店舗は８軒である．一方，時
計店と書店では男性の来客が女性を上回る．年齢
層は40代以上が中心であるが，呉服店や文房具店
では10代から20代の顧客も持つ．また時計店や理
容店，文具店などは顧客の年齢を比較的問わない

ためか，20～30代の若年層の顧客もいる．本町商
店街での店頭販売以外の店舗収入が９軒で認めら
れた．

２）店舗経営の事例
振興組合の理事長および理事が経営する店舗の

事例から振興組合の核となる店舗経営の実態を分
析する．店舗１は1920（大正９）年創業の菓子店
で，経営者は振興組合の理事長である．経営者は
東京都内での修行経験を経て３代目として店舗１
の経営を引継いだ．この店舗は同店以外に多店舗
展開しており，本町商店街の本店の他に佐久市の
スーパーに２軒，イオンモール佐久平，小諸市，
軽井沢町に各１軒出店している他，岩村田地区北
西部でカフェを併設した店舗を経営している．い
ずれの店舗も店舗近隣の住民を顧客とするが，本
店では50代以上の岩村田地区の住民を顧客とする
他，来店客のおよそ５割が冠婚葬祭用や贈答用と
して多量に購入する大口顧客であるという．商品
の菓子は各店舗内の他，1963年に岩村田地区外に
設置した自社工場でも生産している．工場では従
業員をおよそ60名雇用している．店舗１では菓子
に対して季節に合わせた素材を使用し，素材の仕
入先は有機栽培を行なう佐久平の契約農家である
など，素材にこだわりを持っている．

制服・婦人服販売店の店舗２は，1932（昭和７）
年の創業当時は総合衣料品販売店であった．バブ
ル期以降から子ども・ベビー用品や紳士服の取扱
をやめ，取扱品目を段階的に絞りこみ，学校制服
の販売に力を入れはじめた．現在，店舗２では学
校指定制服の販売に加え，制服が指定されていな
い学校に在籍する中高生向けに，制服メーカー
から直接仕入れた様々なデザインの制服を店頭と
インターネット上で小売販売している．特にイン
ターネット経由の小売販売は，2003年の開始以来，
全国から注文が集まっている．その売上が増加し
たことから，店舗は10年以上改築や改装をしてい
ない．

時計店である店舗３は，小諸市の時計店から本
町商店街にのれん分けを受けて1951年に創業し
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た．経営者である50代の男性は振興組合の初代理
事長である．経営者は小諸市の本家での修行経験
を持つ．店舗は経営者と20代の息子２名のみで営
業しており，1980年代以降，取扱品は時計と眼鏡
のみである．特に時計について，２名とも時計関
係の国家資格を持ち，高度な専門知識・技術を持っ
ており，販売店やメーカーが取扱を中止した古い
時計も修理できる．その顧客には，電池交換等の
比較的容易な修理を求める地域住民に加え，高い
専門性を求めて東京都など遠方から来店する者も
いる．時計を修理後返送する際には「時計カルテ」
という，修理内容を写真つきで詳細に説明する資
料を提供し，顧客から好評を得ているという．現
在では売上のおよそ７割が，このアフターサービ
スによる収入から得られている．

店舗４の呉服店は1932（昭和７）年に開業し
た．現経営者は３代目であり，現在の振興組合の
副理事長である．経営者は東京都内の呉服店で３
年間の勤務経験があり，後継者である20代の息子
も現在，東京で修業中である．店舗４では売上全
体のおよそ５割が呉服販売，３割が成人式の着物
貸出で，残り２割は宝飾品や洋品，寝具販売であ
る．販売にあたっては年に４回，店頭およびコミュ
ニティ施設のおいでなん処にて展示会を行ってお
り，およそ60人程の顧客は毎回訪れているという．
特に呉服に関して，この店舗では，アフターサー
ビスの充実化や，成人式の着物貸出を写真スタジ
オでの記念撮影と美容室でのサービスを組合せる
などしている．店舗４ではこうしたサービスの高
品質化への取り組みによって顧客を維持・獲得し
ている．

Ⅲ－３　空き店舗対策事業における店舗経営
１）店舗経営の概要
空き店舗対策事業の対象店舗は24軒存在する４）．

各店舗は振興組合の「直営店舗」（９軒），手仕事
村内の店舗「手仕事村内」（５軒），手仕事村から
独立した店舗「元手仕事村」（３軒），こてさんね
内の店舗「こてさんね内」（７軒）の４つに分類
した．その業種は，飲食店が９軒，サービス業が

８軒，物販業が４軒，その他施設が３軒である．「こ
てさんね内」は全店舗が飲食店であるので，他の
飲食店は「直営店舗」の２軒である．サービス業
は「手仕事村」が５軒，「元手仕事村」と「直営店舗」
が各２軒であり，物販業は「直営店舗」が２軒と「元
手仕事村」が１軒である．開業年は全て2000年代
以降で，最も古いものは2002年に開業したおいで
なん処である．全店舗が借地・借家で，生活形態
も１軒を除き全て職住別になっている．平均従業
員数は2.7人で，家族労働力が存在する店舗は３軒
のみである．経営者の年齢は，データの得られた
15軒中，30代が５軒，40代が７軒，50代が３軒で，
全体として若い世代である．８軒の経営者が佐久
市内や小諸市，軽井沢町など長野県内で前職経験
を持ち，５軒の経営者が東京都や大阪府など県外
での前職経験を持つ．顧客の来店手段のデータは
８店舗からしか得られてないが，車での来店が多
いようである．顧客の年齢層は，下は10代，上は
70代までと幅広く，最も多いのが40代と60代で，
30代がそれに次いでいる．

以下では，空き店舗対策事業の対象の各店舗の
具体的な経営実態について例示しながら分析す
る．

２）食品販売店・飲食店
おかず市場とみんなの市場は同じ従業員によっ

て運営され隣接して立地し，店舗裏側で店舗間を
行来できる構造になっている．おかず市場では店
内に併設したガラス張りの厨房で商品が手作りさ
れている．

おかず市場は年中無休で，10時から19時まで営
業している．来店者の主な年齢層は60代以上で，
そのおよそ９割が女性であるが，2012年頃から独
身男性の来店も増えているという．来店者は昼前
に集中する．年末年始にはおせち料理も販売し，
繁忙期となる．従業員は６名で，その内訳は30代
が１名，40代が２名，50代が２名，70代が１名で
ある．修業経験を持つ従業員は少ないが，従業員
のほとんどが主婦であり豊富な料理経験を持って
いると言える．従業員の居住地は，佐久市内が２
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名，御代田町が２名，望月町が１名，臼田町が１
名で，岩村田地区内在住の従業員はいない．おか
ず市場のこだわりは地産地消の方針で選定される
食材であり，発注先のおよそ５割以上が佐久市内
の業者であるという．特に野菜は地元の無農薬野
菜を使用し，肉や魚，卵は生産者が分かる食材の
みを使用している．こうしたこだわりにより安定
的な大量仕入れは困難なため，仕入れ可能な食材
に合わせて日替わり・週替わりでメニューを開発
している．メニュー開発には来店者やおかみさん
会の意見を取り入れている．売上目標は顧客単価
1,000円以上で１日50人以上の利用であるという．

みんなの市場は，店頭での商品販売の他，岩村
田地区の高齢者などの買物弱者支援として，会員
制の宅配サービスを行っている．宅配方法は，電
話注文で買い物を代行する方法と，本町商店街内
で購入した商品を自宅へ配送する方法の２種類が
存在し，2,000円の入会金と3,600円の年会費で利
用できる．

飲食店である青春食堂は11時30分から22時まで
が営業時間で，夜は店舗名を「ふくろう亭」に変え，
居酒屋として営業する．現在は40代の店主と30代
の従業員の２名で営業している．店主は大阪府や
小海町の飲食店で従事していたが，この小海町の
飲食店に理事長が訪れたことをきっかけに，本町
商店街に参入した．青春食堂はおかず市場と同様

に地産地消を意識したメニュー作りに力を入れて
いる．特に代表メニューである米粉うどんは佐久
市内の米粉を使用している他，佐久市内の伝統野
菜を入手できた際には料理の素材として利用して
いる．また「北農カレーうどん」など一部のメ
ニューは岩村田地区北側に立地する北佐久農業高
校の生徒と協力して考案された．サイドメニュー
におかず市場の惣菜を取入れる他，本町商店街の
店舗の味噌や酒を仕入れている．現在の年間来店
者数はおよそ13,000人である．

振興組合における各事業への支出額と予算構成
を示した第５表を見ると，おかず市場には2005年
度から年間1,500万円以上，みんなの市場は2012
年から年間1,000万円前後，青春食堂には2011年
度から年間1,000万円以上支出されており，いず
れも2013年度まで増加傾向にある．2005年度以
来，これら３事業への支出は，2012年度を除いて
振興組合における予算構成の半分以上を占めてい
る（第12図）．

３）子育て支援施設
寺子屋塾は2009年に開業した，小学生から高校

生を対象とする振興組合直営の学習塾である．商
店街組織直営の学習塾ならではの特徴として，寺
子屋塾では，高学年が低学年に自主的に指導する
環境づくりや，挨拶運動の実施等の生活指導など，

第５表　岩村田本町商店街振興組合における支出額の推移（2003〜2013年度）

注１）単位：万円 
注２）「運営費一般」は事業運営費や総会費，事務所管理費，通信交通費等，その他の項目に含まれないものを示す．
� （岩村田本町商店街振興組合総会資料により作成）
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一般の学習塾とは異なる教育サービスを提供して
いる．

こうした学習塾を商店街組織が直営する試みは
全国初のものであったが，そのきっかけは経営者
が1992年に，当時経営していた学習塾を岩村田地
区に進出させたことであった．経営者は振興組合
参加前は，大阪府を本拠地とした学習塾経営に携
わっていたが，2003年に独立した後，軽井沢町等
で出張授業を行なう中，理事長と知り合うことと
なった．そこで経営者が理事長に現在の寺子屋塾
のような学習塾のアイデアを話したところ，それ
を本町商店街で振興組合直営の学習塾とすること
になり，本町商店街の空き店舗への入居が決定し
たのである．この空き店舗は本町商店街の中心に
立地するにも関わらず，入居者が見つかっていな
かった（加瀬，2012）．また2013年４月には，寺
子屋塾は茨城県の鹿島学園高校の通信制キャンパ
スである「鹿島学園佐久キャンパス」としても開
校した．鹿島学園高校は全国にキャンパスを持つ
が，商店街直営の通信制高校のキャンパスとして
は全国初の試みである．現在佐久キャンパスの生
徒数は21名である．生徒は通常の授業を受けるだ
けでなく，本町商店街におけるイベントの企画運
営への参加や各店舗での就業体験ができる．この
ように生徒が地域との関わりの中で教育を受けら
れる点が寺子屋塾の特色になっている．

子育て村は寺子屋塾に隣接して立地する．子育
て村も，商店街組織の直営ならではの特徴として，
保育士による育児相談の他，子育て中の地域住民
同士の交流を行っており，「子育てサロン」，短時
間託児，子育て相談の三つのサービスを提供して
いる．子育てサロンは施設を無料で開放し，子連
れの地域住民が気軽に施設に立ち寄り，保育者同
士の交流や情報交換ができるものである．短時間
託児は１日最大３時間，２〜３人まで，乳幼児か
ら小学校低学年までの子どもを，事前予約制で30
分あたり500円の料金で使用できる．子育て相談
は常駐する保育士が対応するもので，初回は無料
で利用できる．保育士は２名が週３日ずつ，隔日
で勤務している．この保育士のうち１名は保育園
の元園長である．子育て村の利用者は０〜３歳の
子を育てる20〜40代の親世代が多いという．主に
岩村田地区の住民から利用されるが，小諸市等の
岩村田地区周辺や群馬県や埼玉県，東京都等の遠
隔地からの来訪者からも利用されている．

４）チャレンジショップ：手仕事村
手仕事村は中央に設けられた通路を挟んで７つ

の区画が存在し，このうち，2014年現在で５区画
が入店中，１区画が入店予定になっている（第13
図）．入店中の店舗は服飾直し店，ネイルアート店，
障害者施設で作られた食品・雑貨の販売店が各１

第12図　岩村田本町商店街振興組合における予算構成の推移（2003〜2013年度）
� （岩村田本町商店街振興組合総会資料により作成）
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軒，マッサージ店が２軒である．全店舗が店主１
名で運営している．各区画内の設備はテーブルや
椅子など必要最小限で，空き区画は共用スペー
スとして使用されている．１区画は2.5坪で，月
15,000円で貸出されている．入居者は入居募集の
後振興組合が選抜する．2004年の手仕事村開設時
には48軒の応募があり，選抜を経て６軒が入居し
た．当時入居した店舗の内訳はマッサージ店，服
飾直し店，印刷・WEB制作店，ステンドグラス店，
装飾品店，手作りトールペイント教室店であった．

手仕事村内の店舗経営について店舗５の事例を
分析する．この店舗は服飾直し・仕立店で，2004
年から現在まで手仕事村内での経営を存続してい
る．経営者は小諸市出身で50代の女性で，東京の
著名な服飾専門学校を卒業している．そこで習得
した専門知識と技術を生かして1999年頃から小諸
市で服飾直し店の経営を開始した．経営者は当時
から服飾直し店の経営に必要最低限の，狭く賃料
が少額な物件を探していて，手仕事村はその希望
に一致していた．現在では服飾直しの他に仕立も
行っている．売上は年々上昇しており，その内訳
は仕立と直しが各およそ４割，６割だという．仕
立てに必要な生地は顧客に直接持込を依頼し，店
舗内に生地在庫を持たない．料金はドレス１着あ
たり，仕立で8,000円前後，直しが7,000円以上で
ある．顧客のおよそ７割が女性で，その年齢層は
10代から70代である．「手仕事村」参入前からの
顧客も存在する．来店者数は年間ではおよそ500
〜600人である．

他方，2004年に入居した印刷・WEB制作店，
装飾品店，マッサージ店は事業が軌道に乗り，事
業拡大を企図して商店街内の他の空き店舗に移転
した．このうち，マッサージ店である店舗６の経
営者は軽井沢町出身で，神奈川県や千葉県での勤
務経験を経て33歳の時に整体師の資格を取得し，
軽井沢町のホテルで出張整体師として開業した．
この出張整体師時の経験から自身の整体技術を確
立し，独立を企図した．この店舗が手仕事村への
出店を希望した理由は，その賃料の安さだけでな
く，商店街内の店舗となることで潜在顧客である

地域住民との信頼関係を構築できると予期したか
らである．結果として，手仕事村内で顧客を十分
に獲得できたため，施術中の顧客のプライバシー
をより保護できる環境を求め，2005年５月に商店
街内の他空き店舗に移転した．現在の従業員数は
経営者を含め４名である．また店舗では整体師養
成学校を開設しており，４名の生徒が所属してい
る．手仕事村内のマッサージ店の１つは系列店で
ある．来店者の８割が女性であり，年齢層は30〜
40代である．常連客はおよそ８割で，来店者数は
１日15人程度，会員数はおよそ400人であるとい
う．

５）飲食・交流施設：こてさんね
こてさんねは，①地域住民の交流施設，②中山

道岩村田宿の伝統・文化的遺産の展示施設，③若
手飲食店経営者向けチャレンジショップという３
つの側面を持つ複合施設である．その開設にあ
たっては，「2013年度経済産業省安心安全のまち
づくり認定事業」と国および佐久市の助成金事業

第13図　手仕事村の店内構成（2014年）
� （現地調査により作成）
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の認定を受け，2014年に開設された．施設は印刷
会社の跡地を使用して建設され，その内部は店舗
スペースと交流・展示スペースから構成される

（第14図）．交流・展示スペースには各店舗の飲食
物を持ち出せる他，店舗を利用しなくても出入り
できる．店舗スペースには和食から洋食まで多様
な店舗が入居している．これは振興組合側が多様
な飲食需要に対応できるように入居者を選定した
ためである．手仕事村と同様に少人数経営を実現
するため，各区画ともにバーカウンターを中心と
した構造で，小規模である．賃料は１坪あたり月
15,000円である．この設定は振興組合が極端に安
価な賃料設定を避け，より質の高い新規参入者の
獲得を試みたものである．こてさんねに入居した
各店舗は，交流・展示スペースを用いて各種イベ
ントを開催し，施設全体の集客力強化に取り組ん
でいる．こてさんね内の店舗のほとんどは中込地
区の飲食関連業経営者であるＡ氏から紹介され参
入した．Ａ氏は理事長の仲介によってこてさんね
事業に参画した．

こてさんね内の店舗の事例として，店舗７は，
30代の男性と60代の女性の親子で営業している沖
縄料理店である．経営者は東京都内の沖縄料理店
を含む複数の飲食店において，10年間の勤務経験
を持つ．経営者の実家は数年前まで佐久市内で飲
食店を経営しており，佐久市内には沖縄料理店が
存在しなかったため，経営者はこてさんねにて実
家の飲食店を沖縄料理店として引継ぐ形で開業し
た．店舗７は食材のおよそ７割を沖縄県の業者か
ら仕入れており，この業者は東京都内での前職時
に紹介された．今後は１日20名以上の来店を目標
に営業を行なうという．経営者はこてさんねにつ
いて，月７万円の賃料は特別に安くはないが，こ
てさんね内の交流・展示スペースが使用できるこ
とや，振興組合の活動が経営上の助力として期待
できることを鑑みると，妥当な価格であると評し
ている．

そば店である店舗８は，40代の男性１名で経営
する．経営者は佐久市内のそば店に勤務していた
ところ，Ａ氏からこてさんねの紹介を受け，独立・

入居を決定した．仕入先のおよそ９割は佐久市内
の業者だが，経営者はそばにこだわりを持つため，
そば粉の仕入先は佐久市外の業者である．新規参
入者であるがゆえに，そばの味にこだわるだけで
なく，女性や若者に受入れられるような内装や皿，
ざる箸置き等の食器を揃え，既存のそば店との差
別化を図っている．

６）コミュニティ施設
おいでなん処は2002年に開設された施設で，10

時から19時まで開放されており，地域住民に限ら
ず誰でも自由に使用できる．おいでなん処設置の
目的は，地域住民が日常的に交流できる場を提供
することであった．おいでなん処は，本町商店街
の中心に立地する元呉服店の空き店舗を，その蔵
造りの建築を生かして改装したため，中山道の宿
場町の雰囲気を残す本町商店街のランドマークに
なっている．施設内部には机と椅子のほか，大型
テレビやプロジェクター，キッチンや和室が設置
されており，これらを活用して，日常的な交流の
他にも，会議や研修会，料理・生花・着付け等の
地域住民のサークル活動の場として使用されてい
る．2013年度には，延べ73団体，延べおよそ3,500
名から利用された５）．

岩村田コンシェルジュは2013年に開設された施

注１）２階は共有スペースとして利用される．

第14図　こてさんねの店内構成（2014年）
� （現地調査により作成）
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設で，11時から16時まで，おいでなん処と同様に
来訪者に無料開放されている．岩村田コンシェル
ジュは高齢者の生活支援を目的とした施設で，地
域住民の高齢者の庭木の手入れや雪かき，蛍光灯
の交換などを行っている．その他にも中山道や岩
村田宿の歴史の解説や周辺施設・店舗の案内が行
われている．

Ⅳ　岩村田地区における商業空間の変容

これまでの分析を踏まえて，岩村田地区におけ
る商業空間の変容がどのようなものであったのか
を，戦後から今日までの商業上の重心の移動から
見た岩村田地区全体の変容と，それをめぐる岩村
田地区の内部構造の変容の２点から検討する．

岩村田地区は古くから交通網の影響を受けなが
ら発展してきた．なかでも中山道岩村田宿として
栄えた本町商店街では，近代期における遊郭の開
業や岩村田駅の開業を通して商業集積が進んだ．
特に戦後，高度経済成長期に実施された近代化事
業を通して，本町商店街において立地優位性が高
まり，商業上の重心が形成された．その後，1990
年代に入ると，1993年の佐久インター開業，1997
年の佐久平駅開業，1999年のイオンモール佐久平
の開業を背景に，岩村田地区北西部における郊外
の大型店中心の商業集積が進展した．その影響を
受け，本町商店街の立地優位性は弱まり，商業上
の重心は本町商店街から郊外へ移動した．

しかし佐久平地区での商業発展は岩村田地区に
も人口増加という形で波及している．さらに，こ
うした郊外発展の中でも，本町商店街において商
業集積が著しく衰退することはなかった．このこ
とは，1990年代以降における振興組合の諸活動に
よる，岩村田地区の内部構造の変容の結果である
と見られる．

その変容のきっかけは，振興組合の発足によ
る，理事長が主導した，商店街における若手経営
者への世代交代であった．振興組合の発足年は，
佐久平駅が開業し郊外の商業集積が本格化する前
の1996年だった．すなわち，郊外の商業発展や郊

外への商業上の重心の移動，商店街の衰退の危険
性を，当時の若手経営者層が事前に自覚し，自発
的に改革を遂行したことが，本町商店街の転換点
であった．その結果，現在までに振興組合は空き
店舗対策事業を通して，新規参入者を獲得し，商
店街でなければできない商品とサービスを提供し
て，本町商店街の商業集積を維持している．さら
に振興組合は，地域住民にとっての新たな課題で
ある，子育て環境の確立や高齢化に対応するため

「安全・安心な地域社会」の構築を目標に掲げ，
生鮮食料品販売店，飲食店，子育て支援施設，文
化施設の設置を通して，商業機能に留まらず，地
域住民のための新しい社会的機能を自力で形成し
強化しつつある．他方，商店街の各店舗は，提供
商品やサービスの高品質化に努め，多店舗経営や
インターネットでの小売販売，手厚いアフター
サービスなどを実施し，本町商店街の店舗を維持
している．こうした自店の店舗経営の確立や空き
店舗対策事業により，本町商店街の各店舗は，箸
本（2013）が指摘する，地域住民の多様かつ小規
模な需要に丁寧に対応するという，地域密着型の
小規模店舗ならではの役割を果たしていると言え
る．振興組合の諸活動に商店街内の店舗経営者が
一体的に取り組むことができたのは，商店街の核
となる店舗の経営が確立しているためだと指摘で
きる．その各経営者を取りまとめたのが理事長で
あり，理事長は自身のリーダーシップと調整能力
によって，商店街という個別的な経営体の集合体
を，一つの有機的な組織として再編し，地域住民
のための商店街づくりへと意思統一したのだと評
価されている．その結果，本町商店街では，地域
住民との濃密な関係を構築・維持しつつ，それを
生かして地域住民の多様な需要に細かく丁寧に対
応するという，商店街という地域社会に埋め込ま
れた小規模店舗の集合体ならではの役割を果たし
ている．

こうした岩村田地区は，地域密着型の小規模店
舗群である商店街という既存資源を有効活用し，
山下（2006）や根田（2008）が論じるような，地
域住民とりわけ高齢者の生活に密着した，大型店
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中心の郊外の商業集積には満たせない，地域住民
のための集約的な都市機能を形成し存続している
事例として理解できる．このことは，岩村田地区
が，郊外から本町商店街への商業上の重心の一部
回帰を伴いながら，商業空間から，地域住民のた
めの都市機能を本町商店街に集約化した，コンパ
クトな都市空間へと変容しつつあることを意味し
ている．

Ⅴ　おわりに

本研究は，長野県佐久市の岩村田本町商店街振
興組合を対象として，商店街による活性化への取
り組みと店舗経営状況を調査するとともに，組合
によって取り組まれている空き店舗対策事業を分
析した．研究対象とした佐久市においては，1990
年代後半以降，高速道路の開通に伴うバイパスの
整備と新幹線駅の新規開業によって，自動車利用
を前提とした域外資本のチェーンストアによる郊
外型商業集積の形成が一気に進んだ．そのような
環境下におかれた商店街において，本研究の調査
による知見は以下にようにまとめられる．

本町商店街を含む岩村田地区は，街道筋の交点
にあたり宿場町として発展してきた．近代以降は
遊郭の立地によって，街道沿いの南北軸だけでな
く東西軸にも商業集積が形成されてきた．しかし
遊郭の廃止やモータリゼーションの流れの中で，
同商店街は２つの時期に大きな転換点を迎えた．
一つは1960年代の近代化事業の実施で，本町商店
街の近代化事業の推進により，岩村田地区の商業
機能は南北軸の本町商店街に集中することになっ
た．続いて，高速交通網の整備による1990年代の
郊外型商業集積の形成である．ただし本調査の分
析の結果，統計上では佐久市の既存の中心地を全
て上回る商業集積地が新たに佐久平駅周辺に形成
されたが，岩村田地区では店舗数の減少等におい
て決定的な打撃を受けたとは言えない．

その要因として，新幹線の開業による新たな商
業集積の形成を見越して，商店街の世代交代とい
う組織再編を早い段階で行い，従来型の店舗経営

や商店街活動から脱却した活動を実施してきたこ
とである．これらの若手経営者たちは，長い間地
域住民に支えられ，一方で自店の店舗経営が確立
されていることを背景として，商店街の衰退が叫
ばれた1990年代後半以降も積極的に活性化のため
の事業を推進して，全国から最も注目を集める存
在となっている．

このような組織運営は，現理事長のリーダー
シップに加えて，幼少期より同じ商店街という環
境で生まれ育った理事同士のコミュニケーション
がある一方，商店街外部の出身者も理事を構成し，
多様な意見が商店街運営に反映されていることを
指摘できよう．一般的な商店街組織において，店
舗の所有者と経営者の分離が円滑な商店街運営を
阻害するケースが見られ，空き店舗の増加や商店
街にとって好ましくない業種の入居を許すケース
も多々みられるが，本商店街においてはそのよう
な状況は見られず，むしろあるべき姿の商店街像
を実現するための取り組みがなされている．

この岩村田本町商店街の取り組みとして，特筆
すべきは以下の点であろう．まず本町商店街の
キーパーソンたちが，郊外型商業集積が形成され
る以前から顧客が流出するであろうことに対して
危機感を抱き，行動を起こしたことである．商店
街組織は個別の経営者の集まりであるため，当然
のことながら自店の経営が優先になり，商店街を
取り巻く環境変化に目が向かず，気がついたとき
には郊外型の商業集積に顧客を奪われ，これまで
の成功体験から意識改革ができず対応が手遅れに
なっているケースも多い．本町商店街において組
織改革が断行できたことは，この商店街が持って
いる組織としての柔軟性や先代経営陣の持つ懐の
深さも起因していると考えられるが，若手経営者
陣の先見性によるものであろう．

これまで商店街という伝統的な中心地は，その
立地優位性からその場所に店舗を開設することが
できれば自然と顧客を吸引できた環境にあった
が，現在ではその優位性は薄れている．商店街は
地域の最も優位な位置に立地する商業集積である
という考えから，これからは地域に貢献するため
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の商店街としての使命を持っているという本町商
店街の思考は，どのような活性化事業よりも他の
商店街が範とすべき考え方であろう．本町商店街
の現在の取り組みからは，商店街が生き残るため
の活性化事業という範疇を超えて，商店街を含む
地域全体を活性化することによって，結果として
商店街が支えられるという循環を生み出している
ように見える．

少子高齢化の進展や人口減少という日本を取り
巻く環境の変化は，商店街にとって決して逆風の

現象ではない．人口の都心回帰や若者の車離れも
進む中，地域に根ざした商業集積地の役割は今後
より一層増すであろう．量販店では対応できない
商品情報の提示や，きめ細かなアフターサービス，
高度な専門知識の提供は，本来商店街の得意とす
るところであったはずである．過剰な安売りより
も，利用しやすい距離に位置して本当に必要な商
品やサービスを提供する店舗を必要とする顧客が
今後増加することが予想され，これらに対応でき
る商店街の再構築が期待されている．

現地調査では，岩村田地区の店舗経営者・従業者の方々から多大なるご協力を賜った．特に岩村田本町
商店街振興組合理事長の阿部眞一氏と同理事の細川保英氏によるご支援は本研究の実現になくてはならな
いものであり，そのご助言は非常に参考となるところであった．また添付の土地利用図の製図にあたって
は筑波大学の宮坂和人技官に依頼した．以上の方々に深く御礼申し上げます． 

［注］
１）http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2010/download/100331SJCG.pdf（最終閲覧日2015年１

月12日）
２）現在のJR小海線．
３）以下，「本町おかず市場」「三月九日青春食堂」「岩村田三陸屋」はそれぞれ「おかず市場」「青春食堂」

「三陸屋」，「岩村田寺子屋塾」「岩村田子育てお助け村」は「寺子屋塾」「子育て村」，「本町手仕事村」
は「手仕事村」と略す．

４）Ⅱ章とⅢ章で店舗数は一致しない．これはⅡ章では土地利用を単位に数えているのに対し，Ⅲ章では
経営者を単位に数えているためである．

５）振興組合総会資料による．
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